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資料１ 行田市景観計画の策定について 

１．景観計画策定の背景・目的 
（１）背景・目的 

国においては、平成１６年６月に我が国初の景観についての総合的な法律である景観法を制定

し、地方自治体が実行性を発揮できる法的な仕組みを整えるとともに、埼玉県においては、平成

１９年に埼玉県景観条例を改正するとともに、翌２０年４月に埼玉県景観計画を策定し、埼玉県

の特性を生かした景観形成を進めています。 

本市では、平成１１年３月に行田市景観形成基本計画を策定し、良好な景観形成に取り組む 

とともに、平成２６年には、行田市都市計画マスタープランをまち並みや景観的な視点から具現

化した「行田らしいまち並みづくりとにぎわい創出基本計画」を策定し、まち並み景観づくりに

かかる取組に「にぎわいの視点」も取り入れた事業を展開しています。 

この間、まち並み景観づくりの実現に向け、八幡通りを対象とした「まち並み景観形成モデル

事業」を実施し、「八幡通り修景ルール」を設けたうえで、行田らしいまち並みの景観形成や   

にぎわいの創出を官民連携で進めてきました。 

このように、本市では、まち並み景観形成にかかる様々な取組を展開しておりますが、行田市

都市計画マスタープランに掲げる「水と緑と歴史のまちにふさわしい景観の形成」、「良好な市街

地景観の形成」 を展開していくためには、景観づくりに対する恒常的・一体的なルールを設け、

行田の地域性を生かした景観形成が必要なことから、本市の景観まちづくりに関する総合的な 

計画として「行田市景観計画」を策定するものです。 

 

■景観計画の位置づけと背景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

これまでの取組の蓄積、

成果や課題 

景観を取り巻く社会状況

の変化への対応 

上位関連計画との 

連携強化 
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２．景観法・景観計画について 

（１）景観法・景観計画について 

・景観法は、平成 17 年 6 月 1 日に都市緑地保全法及び屋外広告物法の改正と合わせ「景観緑

三法」として完成施行された景観についての総合的な法律です。 

・景観法では、「良好な景観形成の理念」と当該理念を実現するための手段としての「景観計画」

から構成されており、さらに「景観重点地区（区域）」の設定や「景観重要建造物及び樹木」

の指定などの制度が示されています。 

・また、景観法の特徴として、市町村は景観行政団体となることで「景観計画」の策定が可能

となります。景観計画の策定によって、景観計画の区域に指定した地域では、建築物の建設

や造成等において景観に影響を与える行為を行う場合に、届出を義務づけることができ、 

これまで規制が難しかった建築物や工作物の色彩やデザインの規制及び誘導を行うことが

可能となります。 

 

■景観法の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○対象区域：都市部だけでなく農村部や自然公園等も対象とする 

○自治体の裁量：地域の特性が反映できるよう、条例での規制を可能とする 

○実 効 性：変更命令等の規制を可能とする 

○住民参加：景観計画区域の策定提案等にＮＰＯや住民参加を容易とする 

○ソフト手法：景観整備及び保全において、景観協定等のソフト手法の活用も可能とする 

○認 定：景観地区等において、建築物や工作物の形態意匠にかかる認定制度を創設する 

○支援措置：景観重要建造物に関する建築基準法の規制緩和、予算、税制など、景観整備及び  

保全への支援を措置する 

景観法の基本理念 

○公共性：良好な景観は、将来に継承していくべきみなの財産とする（公共財） 

○総合性：景観は、見えるものだけではなく、地域の自然、歴史、文化等と人々の生活、 

経済 活動等、その地域の暮らしが見えてくるものを景観とする 

○地域性：地域に住む方の意向を踏まえ、それぞれの地域の個性や特長を伸ばし育てて  

いくものとする 

○協 働：良好な景観は、観光や地域間の交流の促進に大きな役割を担うことから、   

自治体、事業者及び住民が協働して取り組むものとする 

○保全と創出：保全をしながら、必要に応じて時代に適した景観を創るものとする 



資料 1 

 

３ 

 

■景観法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■景観計画に定める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【景観地区】 

【景観計画区域】行政区域全域を対象、もしくは重点的に進めたいエリアを対象とすることも可能 

・より積極的に景観形成を 

図る地区を都市計画決定 

・建築物や工作物のデザイン

色彩について市長が認定 

（全国で 36地区が指定） 

【景観協定】 

・住民合意によるきめ細やかな 

景観に関するルールづくり 

【景観整備機構】 

・NPO法人やまちづくり公社な

どを指定。 

（商業地、住

宅地、工業地

で活用可能） 

【建築物・工作物の新築等に対する届出･勧告による規制誘導】 

・届出の行為や規模は条例で制定 

・景観特性に応じた基準の策定も可能 

・行為の制限に反

した場合は変更

命令が可能 

（景観重要建

造物の管理等

も可能） 

・景観計画区域における、 

景観形成の目標や方針等 

を定める 

【景観重要建造物・樹木】 

・景観上重要な建築物や樹木を

指定して積極的に保全 

 

熊谷市の例：一般地区（景観誘導地区を除く地区） 
      景観誘導地区（熊谷駅周辺、妻沼聖天山周辺） 
      景観協働育成地区（地区の合意で定める地区） 

秩父市の例：全市共通基準 
      地域別基準（市街地、田園、農山村） 
 

眺望・スカイラインへの配慮 

 

街並みの連続性への配慮 

 

全市共通基準 

の例 

埼玉県景観重

要建造物 
藤橋藤三郎商
店のレンガ造

煙突（深谷市） 
 
さいたま市景
観重要樹木 
大砂土東小学

校のマツ 

◆必須事項 

①景観計画の区域 

②良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項（景観形成基準） 

③景観重要建造物又は景観重要樹木の指定の方針 

◆努力事項 

④良好な景観の形成に関する方針（努力規定） 

 
◆選択事項 

⑤良好な景観の形成のために必要な事項 

・屋外広告物の表示及び掲出する物件の設置に関する行為の制限に関する事項 

・良好な景観の形成に重要な道路、河川、公園などの公共施設（景観重要公共施設） 

の整備に関する事項及び占有許可基準 

・景観農業振興地域整備計画の策定に関する基本的な事項 

 
◆その他 

・自治体の判断により、実現化方策などの項目を任意に追加することが可能 

 

景
観
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方
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の
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（２）行田市の景観計画策定の視点 

 

４つの視点を中心に景観計画を策定するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来像の見える化により、景観まちづくりの担い手の共感・参加を促進する 視点４ 

・市民が行田の暮らしや目指す方向性を知り・語る、又は市外の人が行田の魅力や取組を知る

ことができよう、庁内関係各課が景観計画の役割を認識し、かつ、円滑な連携・協働を進め

るツールとしての景観計画の役割を意識します。 

景観を取り巻く社会状況の変化へ対応する 

視点１ 

・景観の利活用に対する社会的ニーズの高まりを踏まえ、景観特性及び景観まちづくりの意義

（暮らし、観光等）を顕在化します。 

・景観計画策定を通じて地域ごとの景観特性を把握し、場所の特性や建築主体に応じたきめ細

やかな誘導の基準、届出等の仕組みを構築します。 

・より良いものを創出するための仕組み（事前協議の実施や景観アドバイザー会議の設置、公

共施設による景観誘導等）を構築します。 

重点的に景観形成を進めるエリアの戦略を構築する 

視点２ 

・上位計画の位置付け、景観特性及び市民意向やプレイヤーの有無等の要件から、重点的に取

り組むべきエリアを抽出し、優先度の高いエリアから重点地区の指定を検討します。 

・重点的に取り組むべきエリアにおいては、ルールや景観整備事業、市民等の担い手と協働し

たマネジメントによりビジョン（目指す姿）を実現します。 

 

景観まちづくりの展開に応じたステップアップ型の施策を構築します 視点３ 

・地域や場所ごとに特性や資源、取組状況は様々であることから、景観形成基本計画に掲げる

景観形成の３つの視点（点→線→面）を受け継ぎ発展させ、景観まちづくりに取り組む個人

や団体が、その活動展開に応じて、活用・参加しやすい施策を構築します。 

 

定規模以上の建築物・工作物等の規制・誘導 

（景観を取り巻く社会状況の変化へ対応） 
全
市 

エ
リ
ア 

景
観
資
源 

景
観
ま
ち
づ
く
り
の
展
開
に
応
じ
た
施
策
構
築 

景観資源 

活用・ 

参加等 

山々への眺望 

重点的に取り組むエリアのうち、優先度の高

いエリアより順次、重点地区の指定を検討 景観重点地区 

■景観計画における取組イメージ 

点の強化 → 点をつなぐ線づくり→ 界わい・エリアの形成  
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３．対象地区 

 

（１）対象地区 

景観づくりは、都市計画、歴史・文化、農業、観光、土木、環境等を包括する分野横断的な

取組であるため、行田市全域を景観計画区域と想定します。 

また、行田市がこれまで進めてきた取組（景観整備、歴史的な建造物の保全・活用など）を

踏まえ、市民に親しまれ、対外的にも重要な界わい・エリアを景観形成重点地区に指定し、重

点的な景観形成を検討します。 

 

■対象地区 
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４．策定スケジュール・体制 

 

（１）策定スケジュール 

◇令和５、６年度の２か年で行田市景観計画及び行田市景観条例を策定するものとします。なお、

令和７年度に埼玉県景観計画からの移行手続きを進め、行田市景観計画の施行は、令和８年２

月を予定しています。 

◇令和５年度は、基礎情報収集・分析や景観形成の方針等を検討し、令和６年度は、建築物・工

作物等のルールである景観形成基準や計画実行のための行動計画を検討します。 

◇市民アンケートや団体アンケート、ワークショップ等を開催し、景観形成の担い手である市民

や団体等のニーズを把握・反映していきます。 

◇まち並み景観形成庁内検討委員会（以下「庁内検討委員会」という。）は、計画・施策の庁内連

携の場として、行田市景観計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）は、計画内容への助

言の場と捉え、各会議を適切なタイミングで開催し、円滑な計画策定を進めます。 

 

行田市景観計画等策定スケジュール 

年度 取組 
備考 

（◇２か年で実施 ◆令和6年度に実施） 

令和５年度 基礎調査（アンケート、まち並み調査など）

行田市景観計画素案 

◇埼玉県との協議・調整 

◇ワークショップの開催 

◇策定委員会、庁内検討委員会の開催 

◆説明会、パブリックコメント 

令和６年度 行田市景観計画案の策定 

景観条例の制定 

令和７年度

以降 

埼玉県景観計画からの移行手続き 

行田市景観計画の運用開始（R８.２予定） 

 

 

（２）策定の体制 

 

◇行田市景観計画は、策定委員会及び庁内検討委員会を中心に策定します。 

◇策定委員会は、学識経験者、関係機関の代表及び公募市民等で構成します。 

 

策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行田市景観計画策定委員会 

事務局・作業班：行田市都市計画課、㈱都市環境研究所 

行田市景観計画 

行田市景観条例 

行田市都市計画審議会 

行田市長 

まち並み景観形成庁内検討委員会 
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まち並み景観形成庁内検討委員会での主な検討事項 

回数 開催時期 検討事項 

第１回 令和５年１１月１３日 策定経緯・スケジュール 

景観特性と課題の共有化 

今後の景観形成の基本的な方向性の検討 

第２回 令和６年２月頃 ワークショップ等の結果概要 

景観特性と課題 

将来像と方針 

第３回 令和６年７月頃 色彩調査等の結果概要 

景観形成基準等 

景観づくり行動計画 

第４回 令和６年１１月頃 行田市景観条例素案 

行田市景観計画素案 

 

※関係各課の意見やニーズを把握するため、ヒアリングを予定しており、意見聴取はヒアリング

シートを用いて行う予定です。 

 

   【把握事項】 

   ・5~10年で進捗予定の関連施策・事業の把握（実施場所、時期、内容等） 

   ・市民等と協働する施策・事業の把握（実施場所、時期、内容等） 

・今後の施策運用（現状、課題、策定にあたり考慮すべきこと） 

   

 

行田市景観計画策定委員会での主な検討事項 

回数 開催時期 検討事項 

第１回 令和５年１２月１８日 策定経緯・スケジュール 

景観特性と課題の共有化 

今後の景観形成の基本的な方向性の検討 

第２回 令和６年３月上旬 ワークショップ等の結果概要 

景観特性と課題 

将来像と方針 

第３回 令和６年８月中旬 色彩調査等の結果概要 

景観形成基準等 

景観づくり行動計画 

第４回 令和６年１２月上旬 行田市景観計画素案 

 

 


